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当 畑農鋭矢 
不可 2問を選択して

解答すること   
 

 
＜設問＞ 

（注意） 
3つ以上の大問に解答しないこと。3つ以上解答した場合、合計点の低い大問 2つを評価対象とする。 
選択した大問の番号を必ず明記すること。明記されていない場合には採点対象としない。 
各大問中の小問にはすべて答えること。 
 

第 1問  
 
 次の文章を読んで、以下の設問に答えなさい。 

 2004年末時点で中央政府と地方政府をあわせた日本の公的部門の借金（負債残高）は約 886兆円
に達し、国民一人あたり約 694万円に上る計算になる。2004年における国民一人あたりの可処分所
得が約 312 万円であるから、年間可処分所得の 2 倍以上の金額が(1)国民の負担となって重くのしか

かっていることになる。このような多額の借金返済を先延ばしにすれば、(2)将来世代の負担が重く

なってしまうことから、早急に財政再建を図ることが望まれている。 

 
1) 下線部(1)「国民の負担」という表現は適切か。簡潔に論じなさい。（25点） 
2) 下線部(2)「将来世代の負担」が生じる場合と生じない場合の違いについて説明しなさい。（25点） 
 
 

第 2問  
 
 以下の設問に簡潔に答えなさい。 
 
1) 所得再分配を行う上でベンサム基準とロールズ基準は、どのような相違をもたらすか。（25点） 
2) 所得再分配を地域レベルや産業レベルで行うことは基本的に望ましくない。何故か。（25点） 
 
 

第 3問  
 
 公的年金制度に関する以下の設問に答えなさい。 
 
1) 積立方式と賦課方式の違いを説明しなさい。（25点） 
2) 「二重の負担」とは何か。簡潔に論じなさい。（25点） 
 
 

第 4問  
 
 以下の用語について、2つのちがいを強調して簡潔に説明しなさい。 
 
1) 直接税と間接税（25点） 
2) 応能原則と応益原則（25点） 


